３　交付申請提出書類チェックシートについて
　中小企業者による交付申請提出時には、「交付申請提出書類チェックシート」により、提出書類を確認してください。
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◎中小企業者等原油・原材料価格高騰対策事業費補助金
新型コロナウイルス感染症による影響の長期化のほか、世界的な原油及び原材料価格の高騰が幅広い業種に影響を与えている中で、新しい社会経済環境の変化に対応しながら、原材料の代替品への移行や光熱費等固定費の削減など、中小企業者が今後の事業継続に向けて行う取組等に対し、補助対象経費の１／２（（※１）特別枠２／３）を補助します。
限度額：中小企業者：300万円、事業協同組合等：500万円
（※１）特別枠
　　下記全てを満たす場合、特別枠での申請が可能
・事業の実施にあたって、専門家の助言や指導を受けること
・青森県の推進する戦略等に基づく重点推進分野に関する事業に該当すること
・事業の成果を県内中小企業者に波及させるために事業成果の公表に同意すること

・「中小企業者」とは、
青森県に事業所を置く中小企業者で、中小企業基本法第２条に該当する中小企業者です。
ただし、主たる業種として農業、林業及び漁業を営んでいる中小企業者を除きます。
　　
・「事業協同組合等」とは、次に掲げる者です。
（ア）中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第158号）に規定する中小企業団体
（イ）商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）に規定する商店街振興組合又は商店街振興組合連合会
（ウ）生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和32年法律第164号）に規定する生活衛生同業組合

　　（対象組合の例示）
　　　　・事業協同組合又はその連合会
・商店街振興組合又はその連合会
・商工組合又はその連合会
・生活衛生同業組合
・企業組合
・協業組合
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▼以下の提出書類及び添付書類を準備し、この「提出書類チェックシート」と併せて提出してください。

check

□ 交付申請書（第１号様式）

□

　　　　　　※設備等の更新、財産・備品購入等がある場合、下記［１］［２］［３］の添付必須

□

□ [２] 発注先の選定根拠となる見積書

□ [３] 導入予定設備の設置図面

□ 収支予算書（第３号様式）

□ 数値、算出根拠が記入されている

か.

□

※交付決定前に事業着手する場合のみ提出必須

事前着手届（第４号様式）

□

※被災事業者枠の場合にのみ提出必須

事業拠点が被災したことを証明する被災証明書等の写し

□ 発行日が3ヶ月以内であるか.

□ 税務署の受付が確認できるか.

（収受印、受信通知）

※運転免許証（両面）・マイナン

バーカード（表面）など.

□ 税務署の受付が確認できるか.

（収受印、受信通知）

□ 税務署の受付が確認できるか.

（収受印、受信通知）

○書類提出についてお願い

事業者名

令和４年度中小企業者等原油・原材料価格高騰対策事業費補助金

交付申請提出書類チェックシート

提出書類及び添付書類

　（特に確認していただきたい事項）

□ 補助事業者名が記入されているか.

□ 補助金交付申請額（※補助対象経費に補助率を乗じた額）が記入され

ているか.

事業計画書（第２号様式）



□ 事業内容⑤：収支計画表 ※備

考欄「算出根拠」が記入されているか.

□ 事業内容⑤：伸び率（％）はそ

れぞれ基準年度と比較しているか.

＊「２.会社等概要」に業種、業務内容、主要商品等の記載がない場合、下記の添付必須

　　□ 企業や店舗のパンフレットやホームページの画面プリント

＊「３.事業区分」の希望する枠にチェック

　　□ 通常枠（補助率 １/２以内）

　　□ 特別枠（補助率 ２/３以内）

　　□ 被災事業者枠（補助率 ２/３以内）

　提出書類及び添付書類は必ず控えを提出し、原本を保管してください。

　提出書類及び添付書類は用紙サイズA4で提出してください。

　提出資料が全て提出されていないと、その応募は失格となりますのでご留意ください。

□ 事業内容②：エネルギー及び経

費の年間削減量の算出計算式が記

入されているか.

[１] 既存設備及び導入予定設備の製品カタログ又は既存設備の銘板の写真

□ 契約金額に関わらず、１件の発注毎に見積書が添付されているか.

□ １件あたり30万円以上（税込）の場合、２社以上の見積書が添付され

ているか.

□ 着手日の根拠となる資料（契約書・発注書の写等）及び金額の算出根

拠となる資料（見積書・発注書の写等）が添付されているか.

□ 被災証明書又は罹災証明書等の写し、必要に応じて写真等が添付され

ているか.

法人

□

□ 定款（写）

□ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（写）

□ 決算報告書（写）（直近２期分）

▼決算報告書に代わるものとして

□ 法人税確定申告書の別表（全て）と法人事業概況説明書（直近２期分）（写）

個人

□

□ 開業届（写）

▼開業届に代えることができる添付書類

□ 本人確認書類（※）と 直近２期分の確定申告書第一表（写）

直近２期分の

□ 白色申告 確定申告書（第一表、第二表）と 収支内訳書（写）

□ 青色申告 確定申告書（第一表、第二表）と 青色申告決算書（写）


